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要約：本稿の目的は知識基盤社会におけるジョン・デューイの意義を学習指導要領に
おけるコンピテンシーを読み解くことを通じて明らかにするものである。1980 年代以
前には学校教育においては大学受験などの関係から知識・技能の理解と暗記暗唱が重
視されてきた。しかし、2000 年代にはいるようになると、時代の知識基盤社会への移
行とともに知識や技能を自らが考え、活用するといった「コンピテンシー」が重視さ
れるようになり、それが学習指導要領に反映されるようになる。本稿ではこのような
状況におけるデューイの思想の現代における意義と実践への視座を考察した。 
キーワード：新学習指導要領、ジョン・デューイ、コンピテンシー、生きる力、教育
実践、知識基盤社会 
 
Abstracts: The purpose of this study was to clarify contemporary significance of John 
Dewey. Former educational philosophy had ideology to encourage students to 
memorize knowledge as much as possible. Therefore, researcher had focused on how 
student memorize more efficiently to use educational technology such as Computer 
Assisted Intelligence. Otherwise, currently we live in knowledge-based society. This 
society rapidly changes everything. People need to change and learn along the society 
as soon as possible. Students are required to acquire competency rather than to 
memorize knowledge. This society needs for people to invent or create something to 
use that knowledge or skill. It is not necessity to just store knowledge inside your brain. 
Educational method need to change along the society too. School focus on how 
students acquire competency. However the process school change along the society is 
not so easy. We have gotten used to classic teaching style how teacher encourage 
students to memorize knowledge more efficiently and more easily. We have the role 
model to tackle with that issue. John Dewey had tried to encourage students to acquire 
competency in a school. This thesis reflected and suggested Dewey’s contribution in 
education for this modern society. 
Keywords: new government curriculum guidelines, John Dewey, competency, 
educational practice, knowledge based society 
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1. 学校教育における能力育成に対する要求 
 近年、学校教育において多様な観点から能力の育成に力点が置かれるようになってきて
いる。2008 年度の学習指導要領では一つの柱に「生きる力」というキータームを置いてい
る。学習指導要領の中では「生きる力」は「知・徳・体のバランスのとれた力」のことを
指し、変化の激しいこれからの社会を生きるために、確かな学力、豊かな人間性、健康・
体力の知・徳・体をバランスよく育てる必要性を説いている。具体的には、文部科学省に
より 2010 年に出されたリーフレット「生きる力」によると「基礎的な知識・技能を習得し、
それらを活用して、自ら考え、判断し、表現することにより、様々な問題に積極的に対応
し、解決する力」と、「自らを律しつつ、他人と共に協調し、他人を思いやる心や感動する
心などの豊かな人間性」、そして、「たくましく生きるための健康や体力」を指すとされて
いる。当然のことながら、生きる力というのは「現代において」という留保条件が付くの
であり、そのため、今の時代に合った生きる力を想定していることがここまでの文章から
も理解される。 
この 2008 年度の学習指導要領に関して佐藤（2008）は生きる力を柱にする学習指導要領
の特徴を 6 つの観点からまとめている。具体的には「①21 世紀の社会を知識基盤社会と性
格づけ、その対応として「知識の活用能力」（コンピテンス）の教育を掲げ、いわゆる「PISA」
型学力によって生きる力を性格づけたこと、②「知識・技能の習得」と「思考力・判断力・
表現力」の「バランス」を強調したこと、③教育過程全体にわたって「言語活動」「道徳教
育」「伝統文化」を重視したこと、④理数教育の比率を高めたこと、⑤小学校から英語教育
を導入したこと、⑥授業時数と教育内容の増加を図ったことなど（佐藤、2008：p.10）」で
ある。佐藤のまとめにおいて特に注目したいのが、①と②である。以下、①と②の詳細を
見ていくことを通じて本稿の輪郭を浮き立たせていくこととする。 
佐藤のまとめの 1 点目が「21 世紀の社会を知識基盤社会と性格づけ、その対応として「知
識の活用能力」（コンピテンス）の教育を掲げ、いわゆる「PISA」型学力によって生きる力
を性格づけたこと」である。この特徴には複数の論点が内在しているが、大きく 2 つの観
点から見ていくこととする。1 つが「知識基盤社会への対応としての知識の活用能力」の教
育を掲げているという点である。まず知識基盤社会であるが、2008 年の中央教育審議会の
「我が国の高等教育の将来像」という答申において、新しい知識・情報・技術が政治・経
済・文化をはじめ、あらゆる領域での活動の基盤となり、それらが飛躍的に重要性を増す
ような社会として知識基盤社会という言葉が使われている。このような社会では知識とは
単純に所有することに意義があるのではなく、使われる事、すなわち、手段として知識が
用いられることに意味がある。このような社会においては知識をいかに使うかということ
に力点が置かれることになり、それゆえ、知識を活用する能力を育成することが重要なポ
イントとして議論の俎上に載せられるのである。 
2 つ目が PISA 型学力によって生きる力を性格づけたという点である。PISA（Programme for 
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International Student Assessment）とはOECDによる生徒の学習到達度調査のことを指す。PISA
では 15 歳児を対象に読解力リテラシー、数学的リテラシー、科学的リテラシーの 3 分野に
ついて、3 年ごとに調査を実施している。PISA の目的は各リテラシーに関して、カリキュ
ラムに明示された特定の内容をどの程度習熟しているのかを明らかにすることではない。
むしろ、成人として生活を送っていくうえで必要な、より広い知識・技能を若年層がどの
程度習得しているかを評価することにその目的がある（国立教育政策研究所、2002）。この
PISA の実施目的からも理解されるように、PISA においては学校で学んだ知識内容をどの程
度覚えているかということよりも、どの程度覚えた内容を活用できるのかということに重
点が置かれているのである。このように現代社会を知識基盤社会として位置づけたうえで、
知識の活用能力が求められていることを措定し、その上で、その知識の活用能力の一つの
重要な柱として PISA 型学力を想定したというのが 2008 年度の学習指導要領の大きな特徴
なのである。 
 佐藤のまとめの 2 番目に当たるのが「知識・技能の習得」と「思考力・判断力・表現力」
の「バランス」を強調したということであった。知識・技能の習得と思考力・判断力・表
現力のバランスとはこれまで議論されてきた「ゆとり」か「詰め込み」かという二つの対
立軸を意識した表現となっている。1989 年の学習指導要領改訂では 1977 年改訂によって生
まれたゆとりを持った教育をより一層推し進め、暗記暗唱といった「知識・技能の習得」
中心の教育から、生徒の意欲・関心を重視し、思考力・判断力を重視するという新学力観
へと移行していった（水原、2010）。しかし、このようなゆとりを持った教育を通じて生徒
の意欲や関心を重視し、その上で思考力や判断力を育成するという方針は基礎学力の低下
という観点から大きく批判されることになる。このように「知識・技能の習得」と「思考
力・判断力・表現力」のバランスとは学習指導要領の 1977 年から続く「ゆとり教育」に対
する批判を強く意識したものであり、知識や技能の習得を行いつつ、同時に思考力や判断
力も育てていくという両方を重視した表現となっているのである。 
 ここまでみてきたように、2008 年の学習指導要領改訂では PISA 型学力が重視され、そし
て、知識も思考力もバランスを取るようにカリキュラムが構成されるようになると指摘さ
れている。本稿では特に PISA 型学力に焦点を当て、学校教育における能力育成の流れを見
ていく。その中で、理論的・思想的な背景をとくにデューイに焦点を当てることで、その
問題点を探ることを目的とする。 
 
2. PISA 型学力の受容と現在 
 PISA は実際に学校の現場においてどのように受容され、そして現在に至っているのであ
ろうか。この点についてみていくためには日本における PISA 型学力が実際の学校という現
場において、どのように受容され、実践へとつなげられてきたのかということを振り返っ
ておく必要があろう。 
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秋田（2009）は PISA 型読解力を例に学校への受容のされ方を 5 つに分類している。具体
的には「①積極的に研究開発を行い PISA 型対応のモデルを示そうとする開発型の実践をす
る学校と、それら先進校が開発したものを受け入れながら実践しようとする学校、②国語
科の教科や説明文授業等、特定教科に任せ、その担当者が担おうとし、他部分は変化しな
い部分的変革校、③PISA 等の学力テスト結果は参考にしつつも、自分たちの学校で特に力
を入れたい点として、表現力や批判的能力に焦点を当てて研修等を組み立てていこうとす
る、時代動向を受け入れつつ翻案し実践していく学校、④改革には距離を置いて、これま
での実践を受け継ぎつつ独自路線で進もうとする、独自の信念による学校、⑤学校での話
題にしたり、紀要のまえがき等には表面的には登場するが、実践等実際には何も変わらな
い学校（秋田、2009: p.209）」の５つである。このように、実際に PISA をどのように学校の
中に取り入れていくのかという点に関してはあくまで学校現場のイニシアティヴによるの
であり、一概に PISA を一つの土台にして学習指導要領を作ったとしても、それですべての
学校が押しなべて変わっていくというわけではないのである。 
 また、秋田の指摘以外に遠藤の知見にも目を配っておく必要があろう。遠藤（2010）は
横浜国立大学教育人間科学付属横浜中学校や福井大学教育地域科学部付属中学校などの
PISA 受容を分析する中で、能力観をどのように措定するかによって、紡ぎだされる実践や
そのなかでの PISA の捉え方が異なるということを指摘している。仮に能力を文脈独立的な
ものとしてみなすような学校であれば、育成すべき能力を抽出し、それを個々の教育実践
の中でどのように育成するかということに注力することになろう。一方で、能力を状況依
存的ものとして捉える立場に立つならば、個々の授業に応じて何らかの能力を育てるとい
うよりも、生徒一人一人が個別の状況に応じてどのように能力を育て、発揮しているかと
いうことに焦点が当たる。 
能力を文脈独立的に捉えるか、状況依存的に捉えるかという点は二律背反ではないし、
実際の教育現場において濃淡はあるにせよ、相互バランスを取りながら教員が指導を行っ
ていることは疑いえない。重要なのは PISA にせよ、その他のどのようなコンピテンシーで
あるにせよ、どのような教育実践を行うことで当該の能力が伸びていくのかという点にあ
る。仮に能力を文脈独立的に捉えたほうがより当該の能力が伸びるというのであれば、文
脈独立的なアプローチをとったほうが良いであろうし、状況依存的に捉えたほうが能力は
伸びるというのであれば、そのようなアプローチをとったほうがより有効であろう。どち
らにしても、育成すべき能力はいかにして伸びるのかという実利的な観点から教育を考え
ていく必要があると言えるのである。 
 
3. 授業過程の質とその思想 
 知識や技能の習得を図りつつ、同時に能力を育成する。そして、それが最終的には PISA
によって裏付けされるような「生きる力」の獲得へと向かう。このような教育とはどのよ
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うなものなのであろうか。本章ではまず、近年再評価されているデューイの教育に関する
思想を確認したうえで、それが現代の知識社会においてどのようにつながるのかという点
を見ていくことにする。 
ここで簡単にデューイによって行われたシカゴ大学実験学校である「デューイスクール」
について確認をしておきたい。デューイスクールの特徴は一言で言ってしまえば探究的思
考活動を中核とした教育活動ということができよう。デューイスクールは一般的な学校と
のイメージとはかなり異なり、教科書を使いつつ、学級の中で先生が話しかけ、大勢の生
徒がそれを聞くというような形は取らない。基本的には 10 人前後のクラスサイズで大工仕
事や料理といった協同で行う活動を中心にして、付随的に算数や理科の学習へと導く。中
心にあるのは生徒の探求心であり、湧き出る疑問を軸にしながら様々な教科を学んでいく
という形になっている（デューイ、1998）。このような探究による活動が教育における手段
とするならば、デューイにおいて教育の目的は経験の再構築化にある。生徒は探究を通じ
て自らの知性的な経験を深めていく。その深化のプロセスを通じて絶えず経験を再構築し、
より豊かなものとしていく。このようなスパイラルを回すために教育の重要な手段として
探究が置かれているのである（早川、1994）。このような豊かな経験を得るための活動は学
校という場の中で行うことは難しいこともあるため、地域との連携や理解が必要不可欠と
なる。そのため、学校自体も地域の協力が得られやすいような場所に立地していた（小柳、
1999）。 
デューイスクールの素描からも理解されるように、この学校に通底する理念は一つに協
同であり、今一つが活動ということになる。協同という点から見るならば、基本的には授
業のデザインはグループをベースに考えられていたのであり、さらに地域や大学など複数
の共同体を結び付け、生徒の学びを促す。同時にそのような協同のベースは料理や大工作
業などの活動が中心に置かれるという形になっている。 
 このような協同や活動をベースにした流れは現代の教育心理学の一つの大きな流れでも
あり、デューイとの近似性を指摘できよう（上野正、2010）。1980 年代後半以降に教育心理
学では認知や認知過程をもっぱら頭の中で起こるという立場を批判し、環境や状況との相
互依存性を重視する立場が生まれてきた。記憶を例にとってみれば、人間がものを覚える
際には様々な物質の形や色、周りの状況などから記憶したりする。このような認知の状況
や環境の重要性を説く立場を状況的認知論と呼び、その後の教育心理学研究においても大
きな影響を与えてきた（上野直、1991）。 
 状況的認知論の教授に関する大きな特徴は学習を何らかの実践や活動を中心として他者
であったり、共同体であったりの相互作用の中で捉えるという点にある。例えば、正統的
周辺参加（Lave & Wenger、1991）（Legitimate Peripheral Participation：以下 LPP）では周辺か
ら十全へと至る参加の過程を捉える。初心者のときは周辺的な仕事しかさせてもらえない
が、十全な参加を達成した際にはより本質的、中心的な仕事をするようになる。このよう
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に LPP では熟達という行為を参加をキーワードに共同体というマクロな観点から明らかに
するのである。LPP は基本的には単一の共同体の中での熟達や学習を扱うモデルであるが、
複数の共同体の越境を捉えるモデルや、グループや二者関係などよりマクロな関係性を取
り扱うモデルなど状況的認知論は非常に広範囲にわたって研究され、様々な視点が生み出
されている。  
 無論、状況的認知論の思想的背景はヴィゴツキーにあることは言を俟たない。重要なの
は理論における思想的背景が何で、どのようにデューイと結びつくのかということにある
のではない。本稿の目的が PISA 型学力と呼ばれるようなものに類するコンピテンシーを育
成するときにどのような思想的背景があることに整理するということが大きな目的であっ
た。デューイは先に見たように教育実践に関して非常にオリジナリティあふれるダイナミ
ックな実践を行い、その実践が教育学研究や教育実践に大きな影響を与えてきた。一方で、
ヴィゴツキーを祖とする状況的認知論は 90 年代に入ってから本格的に研究が行われ始めた
分野となるヴィゴツキーであれ、デューイであれ、思想史的な起源をたどれば非常に近い
位置にいるのであり、今後ますます両者の理論的な対話が進められる必要があろう。 
 
4. コンピテンシーを育てる教師の視点 
 ここまでデューイや状況的認知論などコンピテンシーを育成するための実践に関する思
想的な背景を追ってきた。最後に現在の教育実践を捉える理論に関する問題点を 2 点ほど
確認していきたい。1 点目がそれぞれの思想に基づいた教育実践の数を増やすことであり、
2 点目が教師の経験をどのように教育実践の中に入れていくのかということである。 
1 点目がそれぞれの思想に基づいた教育実践の数を増やすということであった。先に確認
したように、PISA 型学力といった時に、各学校の取り組みは一様ではなく、それぞれの距
離感や能力観によって異なっている。どのような立場をとるのであり、学校として生徒の
コンピテンシーを伸ばしたいという考えは同じであり、問題は手段ということになろう。
その際に、どのようにすれば彼らのコンピテンシーを伸ばすことができ、どのようにすれ
ば生徒が生じるであろう将来の問題に対処できるようになるのかということに関して、よ
り多くの実践を積み上げていく必要があろう。 
2 点目が教師の経験をどのように教育実践の中に入れていくのかということであった。デ
ューイを祖とするか、ヴィゴツキーを祖とするかに関わらず、どちらの教育に関する思想
も主として生徒を中心としたものになっており、活動をしつつ生徒が成長を果たすという
のが前提となっている。しかし、このようなアプローチをとると、どうしても「教える」
という視座が弱くなり、相対的に教師がファシリテーターのような位置になってしまう。
ファシリテーターとしての教師を否定するわけではないが、あくまでそのような教師像と
いうのはコンピテンシーを育てるための一つのモデルに過ぎない。教師が何か目的をもっ
て教え込み、それを生徒が応じるという視座も必要になってくるが、デューイやヴィゴツ
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キーを祖とするようなアプローチではこのような視座が弱くなってしまうのである。 
  近年の学習指導要領の方向性が単なる知識や技能の暗記暗唱を超え、知識社会に向けた
コンピテンシーを意識している以上、今後ますます教室の中での静的な実践から教室の外
との連携を含んだよりアクティヴで能動的な実践を積み上げていく必要がある。そこでの
評価はどうあるべきで、どのように生徒の伸びを捉えたらよいのかということも難しい問
題として生じてくる。このように、理論を深めながら、今後一層の深い実践が必要になっ
てくると考えられるのである。 
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